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With the globalization of development and production, the position of automobile part suppliers is rising. 

From among auto parts manufacturers that operate and carry out technological innovation overseas, independent 
of automobile manufacturers at home, a new type of suppliers have emerged – Tier One Automobile Part 
Suppliers. They can provide key auto parts on a global scale. This is where the Japanese automobile supplier 
system, in spite of its reputation as a world model, is forced to transform itself. 
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Ⅰ．はじめに みられることである。複数の自動車メーカーは、購

買政策上、グループ内企業として競争力強化を図る  
 自動車部品メーカーの戦略は、これまでの自動車

メーカー依存型の国際展開から、自らが成長源であ

る海外市場の付加価値を獲得する段階に入ってきた。 

自動車部品メーカーの持ち株比率を増加させている。

その一方で、これ以外の自動車部品メーカーの持ち

株比率を削減させている。持ち株比率削減の対象と

なった場合、筆頭株主が外資自動車部品メーカーと

なる可能性もでてきている。この変化は、外資自動

車部品メーカーの立場から見れば日本市場への参入

チャンスとなり、外資自動車部品メーカー主導の提

携・買収も活発化しつつある。 

自動車部品メーカーは、次のような自動車産業に

おける構造的な環境の変化から、自立型国際展開を

進めている１。 
第一に、自動車メーカーの国内生産戦略が縮小均

衡フェーズに入り、国内での生産能力を縮小させざ

るをえなくなった。そのため、自動車部品事業の成

長源が海外での市場に移り、海外展開の成否が自動

車部品メーカーの成長に大きく影響するようになっ

てきた。 

第四に、自動車部品メーカーがコンセプト・イン

型の開発を進めるためには、市場で認知される価値

に基づく商品提案力、原価企画力、品質企画力など

の自立的経営要素が必要となってきたことである。 
第五に、製造業に見られる産業構造変化の潮流と

して、収益構造のスマイルカーブ化という現象が、

自動車産業にも起きつつあることである。スマイル

カーブは収益曲線が笑った口に似ていることからこ

のような名称がついたもので、コアコンポーネント

を握る部品メーカーとメンテナンスなどのサービス

事業を収益源化している企業の収益性が増加してい

第二に、欧米・アジアにおける部品の供給能力を

持つことが、自動車メーカーとの取引の継続、新規

取引獲得の条件となってきた。海外のこれらの地域

で同一品質の部品を安定的に供給することができな

い自動車部品メーカーは、受注ができない可能性も

ある。 
第三に、自動車メーカーのグループ経営に変化が 
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る現象を示す概念である。環境対応型の ECU
（Electric Control Unit）、次世代バッテリー、モー

ターなどのコアコンポーネントを有する自動車部品

メーカーの付加価値が増大すると予測される。 
第六に、コアコンポーネント事業展開上の成功要

件として、デファクトスタンダードを獲得すること

が必要になったことである。このため、自動車部品

メーカーは、従来のような系列自動車メーカー向け

の限定した事業展開から、短期間で複数の大型顧客

を獲得するためのグローバル戦略が必要となって

きた。最も高い成長ポテンシャルを手に入れるのは、

特定分野に焦点を絞り、コアコンポーネントのデフ

ァクトスタンダードを確立した自動車部品メーカ

ーとなる。 
このような自動車産業における構造的な環境変

化により、世界モデルとして普遍性を獲得した日本

型サプライヤー・システムも一定の変容を遂げざる

を得なくなってきた。本論では、国際競争力を持つ

日本型サプライヤー・システムを概観したうえで、

そのシステムが、どのように変容したかを明らかに

し、今後の展開を検討していく。 
 
Ⅱ．本論 
 
１．日本型サプライヤー・システムの国際競争力の

優位性 
(1) 日本型サプライヤー・システムの特徴 

 日本自動車産業の国際競争力の優位性には、欧米 
諸国に例のない独自の日本型サプライヤー・システ

ムの存在がある。そのシステムの構成要素は次のよ

うである２。 
① 一次から三次以下の自動車部品メーカーから

なる多面的で重層的な部品供給構造 
② 部品ごとの納入先複数化・仕入先複数化の傾

向 
③ 長期安定的取引関係、協力会・系列診断・技

術指導などを通じた情報共有と技術移転 
④ 比較的少数の技術力を持つ、一次サプライヤ

ー群の存在 
⑤ 品質・原価・納期の継続的改善を要求する買

い手企業の厳しい購買管理、これに応じる自動

車部品メーカーの能力構築 
⑥ 自動車部品メーカーが製品開発に参加する

「承認図方式」の普及 
これらの特徴を持つ日本型サプライヤー・システ

ムが、自動車メーカーの製造コスト、品質、開発期

間・工数などの面での競争優位に貢献してきた。 
 日本の自動車産業におけるサプライヤー・システ 

ムの全体の分析枠組みは、図表１のようになる。な

かでも、「継続的取引・長期的関係（情報共有・協調）」

「少数サプライヤー間の能力構築競争」「一括注文型

の分業パターン（まとめて任せる）」の３つの要素が

重視されている３。 
① 継続的取引・長期的関係（情報共有・協調） 

継続的取引が、協調的関係の形成や取引企業間

の情報共有を促進し、それが企業間問題解決メカ

ニズムを通じて、システム全体の改善、または動

態的な国際競争力の向上をもたらすことになる。  
② 少数サプライヤー間の能力構築競争 

サプライヤーは、長期的・多面的な評価に基づ

き選択する発注企業に対して、短期的な価格競争

を超えて、より継続的な能力構築競争を繰り広げ

ている。このことは、少数サプライヤー間での寡

占競争であっても、結託による部品価格上昇など

の弊害は生じにくく、逆に能力構築をめぐる切磋

琢磨を通じて、部品のコストや品質が改善される

ことになる。 
③ 一括発注型の分業パターン 

一括発注型の分業パターンとは、発注企業が部

品加工とサブ組立、製造と検査、生産と開発など

の相互に関連した活動を一括して外注化すること

であり、承認図方式や無検査納入、モジュール納

入などはその典型例となる。自動車メーカーは、

価格連鎖に従ってお互いに関連した仕事群を一箇

所のサプライヤーに一括して委託する。一括受注

した自動車部品メーカーは、長期的に二次サプラ

イヤー以下の自動車部品メーカーを取りまとめる

能力を構築して、品質向上やコストダウンを達成

させている。 
この３つの要素が総合的に噛み合い、相互補完的

なひとつのシステムとして日本自動車産業の競争力

を向上させた。 
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図表１ 日本型サプライヤー・システムの分析枠組み

　　　背景にある要因

　　　　　取引（関係）固有資産　
競争合理性　　　　　　　　　　　

　　　　　その他の取引離脱コスト
部品の特性　　　　　　　　　　　
　　　　　取引コスト節約的な仕組
　　　　　み・風土　 　　　　　

企業の戦略　　　　　　　　　　　
　　　　　比較的少数の部品企業と

　　　　　取引　　　　　　　　　
歴史的進化　　　　　　　　　　　
　　　　　多層的サプライヤー構造

日本の社会特性　　　　　　　　　
（相互信頼関係）　　　　　　　　
　　　　　階層別企業規模格差　　

法律・規則　　　　　　　　　　　
　　　　　自動車企業の買い手独占

　　　　　　　　　

中核的なサプライヤー・　　　

システムの特性

　　　　　　　　　
　　取引の対称性

　継続的取引・長期　

　的関係（情報共有・
　協調）

　少数サプライヤー　
　間の能力構築競争

　「まとめて任せる」

　一括発注　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

　取引の非対称性　
（二重構造論　他）

パフォーマンス

　
　　　静態的競争　　　
（製品コスト・品質・納期）

　　　　　　　　　　　　　
　　　動態的競争力　　　
（改善・技術進歩・柔軟性）

　　　　　　　　　　　　　
　　取引コストの節約

　　資源配分非効率　　　　

　　（独占利潤発生）　　　

　　　　　　　　　　　　　
　　分配の不公平　　　　　

　　（賃金格差等）

出所：藤本隆宏『生産マネジメント入門Ⅱ』、日本経済新聞社、2001年、p159 
  
  

  

(2) 部品取引方式の選択 い企業との関係を維持する。逆に、能力の低い企業

を系列内に置くことを保証しない。このことは、系

列内の継続的取引の関係にも、経済的合理性に基づ

く競争原理が働くということを意味する４。 

自動車部品には、市場取引を通じて購入される市

販の部品と、自動車メーカーの仕様に応じて作られ

るカスタム部品に分けられる。カスタム部品は、グ

ループ（系列）自動車部品メーカーから継続的な取

引を通じて購入される。カスタム部品を供給する自

動車部品メーカーは、自律型企業と従属型企業の２

種類に分けられている。自律型企業は自ら設計図を

作る能力を持つ承認図部品企業であり、製品や部品

の開発提案を行うことができる。従属型企業とは、

自動車メーカーが設計した図面に基づいて製品や部

品を生産する貸与図部品企業となる。 

 図表２は、自動車メーカーがグループ内の自動車

部品メーカーを設計能力によって分類する方式を示

したものである。自動車メーカーから見て、左端の

Ⅰから右の方向に進むほど開発段階でも製造段階に

おいてもブラックボックスの要素を多く含むことに

なる。貸与図タイプの自動車部品サプライヤーはⅠ 
からⅢまでのカテゴリーを持つ。Ⅲは準承認図タイ

プとも呼ばれる部品のカテゴリーとなる。ⅣからⅥ 
自動車メーカーは、自動車部品メーカーを選別す

る方法を契約的枠組みとして、いくつかのステージ

に分けている。第一ステージの製品開発時に自動車

部品メーカーを選定する。第ニステージの量産期で

は、自動車部品メーカーと継続取引関係を維持する。

原則としてこのステージでは、選択した企業の変更

を行わない。第三ステージのモデルチェンジ期にな

ると、再び自動車部品メーカーを選別し、能力の高 

のカテゴリーは承認図タイプの部品となる。Ⅶは市

販品タイプの部品である。 
表のⅢからⅥの領域に至るには、高い評定点を持

続的に維持していかなければならない。実際に長期

的取引関係となるサプライヤーは、ⅢからⅥの領域

に属している５。  
 
 

  

 3



  
図表２ 部品およびサラプイヤーの分類  

  
市販品タイプ

カテゴリー の部品

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 　Ⅶ

買手企業 供給側が 買手企業は 買手企業 ⅣとⅥとの 買手企業 買手企業は

が工程に 貸与図を 概略図面を は工程に 中間領域 は工程に 売手の提供

分類基準 ついても 基礎に工 渡しその完 ついて相 ついて限 提供するカ

詳細に指 程を決める 成を供給側 当な知識 られた知 タログの中

示する に委託する を持つ 識しか持 から選んで

　 たない 購入する

サブアセ 小物プレス 内装プラス 座席 ブレーキ ラジオ

例 ンブリー 部品 チック部品 ベアリング 燃料噴射

　 タイヤ 制御装置

バッテリー

　　買手の提示する使用に応じ作られる部品（カスタム部品）

貸与図の部品 承認図の部品

  
  出所：浅沼萬里『日本企業組織革新的応用のメカニズム』、東洋経済新報社、1997年、p21

  
  
  

(3) 自動車部品の日本型取引関係と欧米型取引関係 ているかを点検したうえで設計図を承認するか

を決める。自動車部品メーカーは詳細設計に関す

る自由裁量を得ることになり、自社に適合させた

製造が可能となり、製造コストを低減させる機会

が得られる。図面の特許権は原則として自動車部

品メーカーの所有となる。図面の所有者が自動車

部品メーカーにあるとなれば、法的にも開発段階

から製造段階に移る段階で自動車部品メーカー

が入れ替わることもなく、安心して設備投資を行

うことができる。品質保証責任は自動車部品メー

カーが負うことになる。 

の比較 
日本自動車産業では、外注調達部品の開発方式を

大きく分けて「市販品方式」「貸与図方式」「承認図

方式」「委託図方式」の４種類に分類している６。 
① 貸与図方式 
貸与図方式とは、自動車メーカーが設計・開発

を担当して、自動車部品メーカーに設計図を貸与

する方式である。基本設計能力のみならず詳細設

計能力も自動車メーカーに集中する。自動車部品

メーカーは、設計図面に対して生産性の向上やコ

ストダウンを目的とした設計変更を要請できる。

だが、部品試作は別途試作部品専門メーカーに発

注されることもある。貸与図方式の場合、自動車

部品メーカーは製造能力の提供者にすぎないと

いうことになる。 

③ 委託図方式 
委任図方式での設計開発作業の分担関係は、基

本的に承認図方式と同じとなる。しかし、最終図

面は自動車メーカーの所有となり、部品の品質保

証責任も自動車メーカーが負うことになる。自動

車メーカーは、委託した自動車部品メーカーに対

して設計料を支払うことになる。 
② 承認図方式 
承認図方式とは、自動車メーカーが提示した基

本仕様に基づいて自動車部品メーカーが設計図

を作り、部品を開発して、自動車メーカーの承認

を受ける方式である。自動車メーカーは、試作部

品を実車に装着してテストし、要求性能を満たし 

④ 市販品方式 
市販品方式とは、自動車部品メーカーが特定の

部品をコンセプト作成から生産までを一貫して

行い、市販品・汎用品として販売する方式である。
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自動車メーカーは、市販部品カタログの中から商

品番号を選んで発注することになる。 
  

日本自動車産業では、この４つの方式による部品

取引が行われている。なかでも「承認図方式」と「委

託図方式」での部品取引の割合が多くなっている。

自動車メーカーが設計・開発を行う「貸与図方式」

と、自動車部品メーカーが全面的に独占設計する「市

販品方式」での部品取引は少なくなっている。 
日米欧自動車メーカーの外注調達部品の開発を

比較すると次のようになる。日本自動車メーカーで

は、外部から調達する部品費用の約 60％が承認図方

式に基づいているのに対して、米国自動車メーカー

では 20％以下、欧州自動車メーカーでは約 40％と

なっている。多くの部品で承認図方式を採用してい

る日本自動車メーカーに比べて、欧米自動車メーカ

ーでは貸与図方式を採用していることになる。日本

では、「仕様構想図方式（スペック・テンダー）」い

う自動車メーカーが詳細な仕様構想図を提示す方式

を採用し、自動車部品メーカーは仕様構想図に従っ

て設計・開発を行っている。一方、欧米の自動車部

品メーカーでは自動車メーカーからの支援の形跡は

見られず、設計・開発能力は自己努力で行われる７。 
 日本自動車産業の設計・開発能力が短期間で向上

した背景には、「仕様構想図方式（スペック・テンダ

ー）」の存在があり、自動車メーカーと自動車部品メ

ーカーが緊密に協調してきたからだといえる。これ

が、日本型サプライヤー・システムとなり、戦後 1950
～60 年代から形成し始め、1980 年代に完成されたと

見られている。現在では、世界モデルとして受け入

れられ、欧米諸国をはじめ各国の自動車産業が導入

を試みている。 
欧米自動車メーカーの多くが採用している貸与

図方式では、価格が自動車部品メーカー選定の基準

となるため入札方式に適合しやすい。これに対して、

日本自動車メーカーの多くが採用している承認図方

式でのサプライヤーの選択が、価格、設計内容、改

善能力、コストダウン能力などの複合的要素の多面

的総合評価となるので入札方式には適合しにくい８。 
 日本方式、欧米方式の取引慣行は次第に似通って

きているといわれるが重要な点で相違があり、日本

型サプライヤー・システムの方が、品質および価格

面の両方で優れている。日本自動車メーカーは、米

国の生産拠点にもこの日本方式を導入している。自

動車部品メーカーの現地進出にも助けられて、日本

方式の海外移転を成功させている。欧米の自動車メ

ーカー、自動車部品メーカーは、品質の改善や価格

上昇を抑制させようと、日本型サプライヤー・シス

テムの導入を加速させている。 
自動車の構成部品は、２万点から３万点にも達す

る。その構成部品のうち、自動車メーカーが内製し

ているのは、ほんの一部だけである。自動車という

製品の一部の設計・製造を外部組織に依存する自動

車メーカーにとって、サプライヤーとの関係は重要

な課題であり、サプライヤーと「長期的な相互協力

的な関係を築くか」「短期契約と価格入札競争に基づ

く関係を築くか」、あるいは「内部で開発・生産する

か」を選択することになる。さらに、海外へ市場を

求め、国別のコスト格差を利用し、グローバルな事

業体制から得られる柔軟性を求めるようになると、

海外でのサプライヤーとの関係がきわめて重要にな

ってくる９。 
 
２．トヨタ自動車とサプラヤーとの関係 
(1) トヨタ自動車のサプライヤー選定プロセス 

図表３は､トヨタ自動車における承認図方式での

サプライヤーの絞込み手順である。形式的には、製

品企画・計画段階でサプライヤーが決定される。し

かし、最終的に量産部品の発注先が決まるのは、量

産試作の段階あり、正式な契約締結は量産試作後と

なる。量産段階までの途中で問題が生じない限り試

作サプライヤーが量産サプライヤーとなるので、実

質的には開発の製品企画・計画段階でサプライヤー

が選定されていることになる。トヨタ自動車は、サ

プライヤーと部品の試作、量産価格の見積り、設計

変更、部品量産試作などの内容を綿密に議論して決

定している 10。 
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図表３ トヨタ自動車のサプライヤー選定プロセス  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 契約締結 
  
  
  
  
 

　　トヨタ自動車

製品コンセプト
（車両開発基本構想）

開発・生産

サプライヤー発掘

購買／調達

見積もり評価、
サンﾌﾟル評価　　
サﾌﾟライヤー訪問

スタイリング
車両レイアウト 試作サプライヤーの決定

オリエンテーション

要求性能設定
目標原価設定

開発内容の詳細検討
（日程、要求性能・原価・評価項目など）

サプライヤーからの売り込み

プレゼンテーション

部品図の詳細設計

試作図の出図 試作部品の発注 試作部品の製作・評価

量産価格の見積依頼

試作車での性能評価

コスト評価

量産価格見積

設計変更・改善（必要に応じて繰り返し）

サプライヤー

量産発注先の決定
量産図面の出図

量産型/量産試作部品

の発注
量産試作・評価

量産試作部品の製作・評価

量　　　　産

企
画
・
計
画
段
階

量
産
試
作
・
量
産
段
階

設
計
・
開
発
段
階

出所：トヨタ自動車『サプライヤーズ・ガイド』1996年版「藤本隆宏『生産マネジメント入門Ⅱ』、　
　　　日本経済新聞社、2001年、p141」 

  
(2) 英国トヨタのサプライヤー政策 買は調達機能の集約化を強め、北米では共同部品物

流方式を導入して調達規模の拡大によるコスト削減

とモジュール化に取り組んでいる。英国ではサプラ

イヤーと共同で、購買方法と調達機能の改善活動を

行い、グローバルレベルの競争力の獲得を目指して

いる。英国工場では大幅なモジュール方式を導入す

トヨタ自動車は、世界競争力を持つグローバルな

調達体制を確立させるためには、グループの結束強

化と調達の現地化が必要であると、購買手法、サプ

ライヤー政策の見直しと、効率的な世界物流の構築

に力を注いでいる。地域的に見ると、日本国内の購 
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る予定はないものの、順次モジュール化を拡大され

る計画である。英国トヨタでは、サプライヤーとエ

ンジニアリングや経営管理の面において密着な協力

関係を持ち、３段階の開発のプログラムを展開して

いる 11。 
第１ステップ：SPTT（Supplier Parts Tracking Team） 
新製品を導入する際、トヨタ自動車がサプライヤ

ーにチームを派遣し、エンジニアリンングやデザイ

ン段階から製品の開発支援を提供し、加工方法、設

備レイアウトや人員訓練に協力する。こうした協力

関係によってスムーズな新製品導入と品質保証が得

られる。      
第２ステップ：価値分析（Value Engineering：価 
工学／Value Analysis：価値分析） 
VE／VA プログラムに基づきサプライヤーとコス 

ト削減活動に取り組む。 
第３ステップ：TEAM（Toyota in Europe Association 
of Manufacturers） 
TEAM は 1997 年に発足したサプライヤーによる

自発的な改善グループである。1999 年時点で 36 社

が参加している。トヨタ自動車も参画するが、リー

ダーシップはとらず、サプライヤー間の切磋琢磨を

促している。 
トヨタ自動車は、このようにしてグループ購買と

世界最適調達の強化を進めている。 
 
３．システム化とモジュール化の進展 
(1) システム化とモジュール化 

システム化とは自動車部品を機能的に統合する

ことであり、開発のアウトソーシング（開発コスト

の削減）となる。モジュール化とは部品を物理的に

統合することであり、組立のアウトソーシング（組

立コストの削減）となる 12。自動車メーカーは、「コ

セプト・イン型」の開発能力やモジュール技術など

新たな開発能力を短期間で身につけることを自動車

部品メーカーに要求しつつある。これまでのモデル

開発では、自動車メーカーが商品企画、原価企画な

どの開発初期段階における企画構想を担当し、自動

車部部品メーカーは提示された仕様に基づいて設計

するという「デザイン・イン型」が一般的であった。 
しかし、自動車メーカーが環境関連技術などの先

行・要素技術開発に製品開発リソースを集中させる

必要が生じてきたため、自動車部品メーカーに対し

て、より上流の企画構想段階からの参画を求めるよ

うになってきた 13。 
   
(2) エレクトロニクス技術分野のシステム化とモジ

ュール化 
 日本自動車産業でのシステム・モジュール化の進 
展は、主にエレクトロニクス技術の分野である。エ 
レクトロニクス技術の応用により、それぞれの自動

車メーカーは製品の差別化を図る。しかし、自動車

のエレクトロニクス化が進展すると、自動車メーカ

ーの開発負担は加速していく。それに対応するには、

自動車部品メーカーに依存していかざるを得なくな

った。すでに、エレクトロニクスの技術を搭載した

部品の開発が可能な自動車部品メーカーは、モジュ

ールにまとめあげて納入している。この分野でのシ

ステム・モジュール化はかなり進行している 14。 
① センサーとアクチュエータを仲立ちするコン

ピューターである ECU（Electric Control 
Unit）部分 

② システムからの変化を察知し ECU に伝える

センサー部分 
③ ECU から受けた信号命令でシステムを作動さ

せるアクチュエータ部分 
ECU は、自動車のエレクトロニクス制御技術の

核心部分となる部品である（図表 4）。１台の自動車

のなかに ECU は複数個搭載されている。電子制御

AT、パワーステアリング、パワーウインド、ミラー

角度調整、エアコン制御などのECUが搭載される。

自動車のグレードにより ECU の数は異なり、高級

乗用車は 30 個を超え、普通乗用車では 20 個程度、

小型乗用車では 10 個弱となっている。 
MPU （Micro  Processing Unit）は、ECU 基盤上

の電子部品のなかで中心的な役割を担っている。ハ

ードウェア面から自動車のエレクトロニクス化が牽

引してきている。ROM に書き込まれたソフトウェ

アが MPU に動作命令を与え、MPU は動作命令を

受けて迅速かつ正確に実行する。ECL 基盤上の個々

の電子部品が優れていても、ハードウェアを制御す

るソフトウェアの性能が不足していれば、ハードウ 
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図表 4 ECU 部品分野 

 
ェアのポテンシャルを引き出すことはできない。ソ

基幹

シ

 

．サプライチェーン・マネジメント能力の必要性 

M

ライヤー → 自 
動

 

プライチェーンとなり、この連鎖の全体を統合的

最適管理しようというのが、サプライチェーン・

タベースを共有し、標準化した ERP
（

だ

おいて、需要と供給の

バ

   

A：エンジン制御システム 電子制御燃料噴射装置、電子制御気化器、電子制御マフラー 

B：シャシー制御システム 電子制御 AT、電子制御サスペンション、ABS、 

  トラクションコントロール、電子制御４WS、 

  電子制御パワーステアリング 

C：安全・快適制御システム エアバックシステム、バックソナー、ドライブポテンショメモリー、 

  雨滴感知式オートワイパー、オートエアコン、 

  クローズコントロールシステム、キーレスエントリーシステム 

D：通信制御システム ナビゲーションシステム、ディスプレイメータ、光通信システム 

 
出所：柴田友厚、玄場公規、児玉文雄、『製品アークテェクチャの進化論』、白桃書房、2002 年、p135 

 

フトウェアはシステムのなかで重要な意味があり、

ソフトウェアの内容や開発方法の違いが、システム

全体の優劣を大きく左右させることになる。 
自動車メーカーはエンジンやシャーシーの

ステムの部分に関して、自動車部品メーカーへの 
過度の依存を避けている。その一方で、エンジン分

野以外での開発コストを削減しようと、人件費と開

発期間を要するECUの開発をアウトソーシング（外

注化）することが増えている。エンジン、シャーシ

ーなどのシステムは自動車の中核技術となり、その

分野での開発は一部のサプライヤーのみに依存して 
いる。自動車メーカーもエレクトロニクス技術の重

要な部分については開発主導権を簡単に譲れないが、

今後、安全・快適制御システムや通信制御システム

に関しては自動車部品メーカーへの依存度が高くな

ってくるといえる 15。 
 
４

サプライチェーン・マネジメント（Supply Chain 
anagement）とは、開発・調達・製造・配送・販売

という供給者から消費者までを結ぶ一連の業務の

つながり（サプライチェーン）を統合的な視点から

見直し、プロセス全体の最適化や効率化を図るため

の経営管理手法のことである 16。 
自動車産業の場合は、原材料サプ

車部品サプライヤー → 自動車メーカー → 卸
売業者 → 小売業者 →  最終顧客に至る連鎖が 

 
サ

に

マネジメントとなる。取引連鎖全体を一貫的に管理

しようというロジスティック概念と基本的には同

じ発想となるが、サプライチェーン・マネジメント

の場合は、各段階の活動を同期化させ、ボトルネッ

クの問題に対処し、チェーン全体の流れをスムーズ

させ、スループットを最大化させようとする狙いも

持つ。 
それを現実化させるためには、各企業の境界を超

えてデー

Enterprise Resource Planning）パッケージやイ

ンターネットなど新しい情報技術を活用しつつ、取

引連鎖全体でジャスト・イン・タイムを実現してい

く。サプライチェーン・マネジメントは、モノの流

れに沿って全体的な最適管理を行おうとする基本

ロジックにおいて、ロジックティック管理やマティ

リアルマネジメントの延長上にあるといえる 17。 
自動車メーカーはコスト・品質、戦略技術の獲得

を当然として、自動車販売後の各種サービスを含ん

モビリティーサービス全体での総合的な競争力の

獲得を求めている。顧客の要求に合った商品をタイ

ムリーに供給すると同時に、サプライチェーン全体

で発生する在庫量や商品の滞留時間などを削減し、

コストを削減させていく。 
具体的には、販売・マーケティング、物流、製造、

調達といった業務分野全体に

ランスを保ちながら計画や管理を行い、市場変化 
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図表５　問われるサプライチェーン・マネジメン

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
に迅速に対応する。そして、運営コストの最小化、 

ードタイムの短縮、在庫の縮小、設備の有効活用

現 
) 第一次総合システム自動車部品メーカーとは 

動車メーカーは、部品調達コストの削減を目指 
し、中核部品をグローバルな視点で供給できる「第

一

ト能  力

 
 

リ

により収益性の向上を目指す。今後、このサプライ

チェーン・マネジメントを実現させるためには、サ

プライヤーの役割が重要となってくる。自動車産業

の競争ポイントが変革しているなか、自動車部品メ

―カーは、世界展開と技術革新を進めるための財務

力と同時に、このサプライチェーン・マネジメント

能力も求められるようになってきた(図表５)18。 
 
５．第一次総合システム自動車部品メーカーの出

(1

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

FOURIN「グローバルサプライヤーの世界再編とモジュール／システム化動向」2000 年 p60 

・新興市場の急速な変化を伴う拡大と規制緩和、自由化の進展

自動車産業の世界再編

・自動車メーカー間の合従連衡、提携拡大、上位企業グループへの集約化
・自動車メーカーのモジュール／システム調達の拡大と一次サプライヤーの絞り込み
・二次スぺシャル部品メーカーの世界競争の激化と集約化

自動車メーカーの動向

・販売、マーケティング、ブランド戦略強化
・世界生産、販売拠点の再構成
・開発期間の短縮と市場対応力の強化

・プラットフォーム統合、メーカー間協力によ　
　る戦略的コスト削減
・アフターサービス、リース、カスタマイズ等　

　モビリティーサービス強化
・持続的高収益体質の実現　　　　　　　　　　
・製造開発分野における一次サプライヤーへ　　
　の依存拡大

次部品サﾌﾟライヤーの動向

サプライヤーチェーン・マネジメントの中心
として　自動車メーカーとパートナー関係、

　二次、三次サプライヤーとの関係強化

・世界的な開発、製造、調達、納入、
　サービス体制の再構築とノウハウの蓄積
・戦略技術獲得へ向けたM＆A、提携、

　協力政策の強化

　①サプライチェーンマネジメント能力　　　　　　
　②モジュール／システム開発・統合能力

　③共通化によるスケールメリットの追求と多様な　　　　
　アプリケーション対応を支える技術力

　④革新的技術開発を維持できる収益力

　　①持続的品質・コスト改善
　　②環境・安全・快適分野における　　　

　　戦略技術の獲得
　　③世界生産の多様化への対応力

　　競争ポイントの変化

世界市場の変化を増大

・先進市場の成熟化進展による多様化と新車需要と保有台数の増大

 
 

 一

 
・
　

 
 
 
 

 
 
自

次総合システム自動車部品メーカー」と呼ばれる

企業に注文を集中させている。第一次総合システム

自動車部品メーカーとは、一次サプライヤーの中で

日米欧、アジアなどに拠点を持ち、自動車のグロー

バル・リーダー企業が世界戦略を展開する際のパー

トナーとなる企業である。第一次総合システム自動

車部品メーカー」の代表として、デルファイ（米）、

ボッシュ（独）、ビステオン（米）、デンソー（日）

が挙げられる。 
現在、第一次総合システム自動車部品メーカーは、
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日産自動車がルノーと資本提携して国際最適調達方

法

ったデンソーの成長と課題 

コン 力を武器にして業 

収益となった。国内最強の電機メー

ている。例えば、百万個の

部

力を働かせる戦略を図っ

て

のトヨタ自動車向け売上比率（単独） 

の

ンソーは、世界第３位の自動車部品メーカーで

あるビステオンと売上高の差を 15 億ドルに詰めた。

今

マニェティ・マレッリ

か

 

レ

収益となった。国内最強の電機メー

ている。例えば、百万個の

部

力を働かせる戦略を図っ

て

のトヨタ自動車向け売上比率（単独） 

の

ンソーは、世界第３位の自動車部品メーカーで

あるビステオンと売上高の差を 15 億ドルに詰めた。

今

マニェティ・マレッリ

か

 

レ

に展開するようになったこともあり、系列の枠を

超えた事業を展開しようとしている。その一方で、

世界的な開発、生産拠点を持たない国内中心のサプ

ライヤーは、第一次総合システム自動車部品メー

カーの下に取り込まれることにもなりかねない 19。 
 

(2) 第一次総合システム自動車部品メーカーとな

 連結売上高２兆円を超えたデンソーは、カーエア

から半導体まで内製する技術

績を伸ばしてきた。トヨタ自動車のパートナーとし

て成長する一方で「脱トヨタ自動車」を掲げ、相反

するこの２つを駆動力として、第一次総合システム

自動車部品メーカーとして、さらなる成長の道を

探っている 20。 
 収益力を表す連結売上高営業利益率は、2003 年３

月期で 6.9%の高

いる 20。 
 収益力を表す連結売上高営業利益率は、2003 年３

月期で 6.9%の高

カーの連結売上高営業利益率は、NEC が 2.6％、富

士通が 2.2％、東芝は 2.0％となる。高収益の電子部

品大手 TDK の 3.6％をもしのぐ結果である。デンソ

ーのカーエアコンや発電機、メーターなどの 18 製品

は、世界シェア第１位となっている。また、エンジ

ン制御用のＩＣや産業用ロボットまで内製し、自動

車のエレクトロニクス化での技術を一般の電機製品

にも転用させている。 
デンソーの圧倒的な生産力と品質に海外の自動

車部品メーカーも注目し

カーの連結売上高営業利益率は、NEC が 2.6％、富

士通が 2.2％、東芝は 2.0％となる。高収益の電子部

品大手 TDK の 3.6％をもしのぐ結果である。デンソ

ーのカーエアコンや発電機、メーターなどの 18 製品

は、世界シェア第１位となっている。また、エンジ
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注に成功して以来、米国自動車メーカービックスリ
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表６）。これは、トヨタ自動車以外の顧客が増大した

ためである。 
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